
公   告 

 

公募型プロポーザル方式により事業の受託者を選定するので、次のとおり公告する。 

 

  令和４年７月２７日 

 

 

                         鳥取市長 深 澤 義 彦    

 

１ 事業の概要 

事業名 豊実保育園改築事業 倉田保育園改築事業 

事業実施場所 鳥取市野坂地内 鳥取市八坂地内 

事業内容 ・基本設計、実施設計業務及び各種申請業務 

・本業務にかかる各種説明会及び会議への支援業務 

・本工事に関する工事監理業務 

・要求水準書に記載の施工業務 

・その他要求水準書による業務 

事業方式 ア 本件事業は、技術提案を受け付け、価格以外の要素と価格を総合的に

評価して最優秀提案者を選定する。 

イ 本件事業は、設計・施工一括発注方式で行うものとする。 

期間 契約日から令和7年3月31日まで 契約日から令和 6年 10月 31日まで 

契約上限額 378,297,700 円（消費税込） 336,958,600 円（消費税込） 

（支払限度額） ※下記の年度ごとの支払限度額は原則であり、協議により決定する 

 令和 4年度 14,711,400 円（消費税込） 15,123,900 円（消費税込） 

 令和 5年度 243,696,860 円（消費税込） 245,994,100 円（消費税込） 

令和 6年度 119,889,440 円（消費税込） 75,840,600 円（消費税込） 

 

 

２ 事業提案参加資格要件 

本件公募型プロポーザルに応募する者（以下「応募者」という。）は、次に掲げる事項をすべ

て満たす特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）とする。 

（１）共同企業体に関する要件 

ア 次に掲げる資格を有する者による自主結成とし、設計業務、建築工事業務、電気設備工事

業務及び機械設備工事業務の資格を有する者をそれぞれ１者以上含むこととする。 

  ・（２）アに掲げる資格を有する者「設計業務」 

  ・（２）イに掲げる資格を有する者「建築工事業務」 

  ・（２）ウに掲げる資格を有する者「電気設備工事業務」 

  ・（２）エに掲げる資格を有する者「機械設備工事業務」 

  ・（２）オに掲げる資格を有する者「解体工事業務」 ※他業務と兼業可 

  ・（２）カに掲げる資格を有する者「工事監理業務」 ※他業務と兼業可 

イ 代表者は、本事業を遂行する上で中心的な役割を果たす企業とし、（２）イで定める（ウ）

の要件に該当する建築工事業務を行う者とすること。 



ウ 各構成員は、本件技術提案において他の共同企業体の構成員等となることはできない。な

お、本募集は取り抜け方式を採用しているため、豊実保育園改築事業の受注者となった共同

企業体の代表者又は構成員を含む共同企業体は、原則として倉田保育園改築事業の受注者と

なることはできないことに留意すること。 

エ 共同企業体の代表企業又は構成企業が複数の業務を兼ねて実施することは妨げないが、建

築業務と工事監理業務を同一の者又は資本面若しくは人事面において密接な関連のある者

が兼ねてはならない。なお、「資本面において密接な関連のある者」とは、当該企業の発行

済株式総数の100分の50を超える議決権を有し、又はその出資の総額の100分の50を超える出

資をしている者をいい、「人事面において密接な関連のある者」とは、当該企業の役員を兼

ねている場合をいう。 

（２）共同企業体の構成員に関する要件 

ア 共同企業体の構成員のうち設計業務を行う者の要件 

（ア）令和３・４年度「鳥取市測量等業務競争入札参加資格者名簿」（市内測量等業務）に登載

されていること。 

（イ）建築士法（昭和25年法律第202号）第23条第１項の規定により、建築士事務所の登録を受

けている者であること。 

（ウ）鳥取市内に本店を有する者で、一級建築士（建築士法第１２条から第１４条までの規定に

基づき実施される一級建築士試験に合格し、かつ同法第４条の規定に基づく免許を受けてい

ること。以下同じ。）を４名以上保有する者であること。 

（エ）別に示す建築設計業務委託特記仕様書に基づき、一級建築士を管理技術者として配置でき

るものであること。 

（オ）前項に示す管理技術者は、本事業の設計業務を行う者と直接的かつ恒常的な雇用関係（第

三者の介入する余地のない雇用に関する一定の権利義務関係であって、参加表明書の提出の

あった日の３か月以上前から継続しているものをいう。以下同じ。）にある者とする。 

イ 共同企業体の構成員のうち建築工事業務を行う者の要件 

（ア）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第６項の規定による特定建設業の許可を受

けた者であること。 

（イ）令和３・４年度「鳥取市建設工事等競争入札参加資格者名簿」（市内建設工事）に登載さ

れていること。 

（ウ）鳥取市内に本店を有する者で、鳥取市建設工事入札参加資格者格付要綱（平成１７年１月

２６日制定）に基づき、建築一式工事のＡ級に格付されている者であること。 

（エ）次のとおり現場代理人、主任技術者（監理技術者）を配置できるものであること。 

ａ 現場代理人 

（ａ）鳥取市建設工事執行規則（昭和６１年鳥取市規則第１１号）による現場代理人を配置

できるものであること。 

ｂ 主任技術者（監理技術者） 

（ａ）一級建築士又は建設業法第２７条第１項に規定する技術検定（建設業法施行令（昭和

３１年政令第２７３号）第３４条第１項の表の上欄に掲げる検定種目（以下「検定種目」

という。）を建築施工管理とし、かつ、同条第２項に規定する区分（以下「区分」とい

う。）を一級とするものに限る。）の合格証明書の交付を受けている者であること。 



（ｂ）本事業の建築工事業務を行う者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者であること。 

（ｃ）主任技術者（監理技術者）は、本市の承諾を得て、現場代理人を兼ねることができる。 

ウ 共同企業体の構成員のうち電気設備工事業務を行う者の要件 

（ア）建設業法第３条第６項の規定による特定建設業の許可（電気工事）を受けた者であること。 

（イ）令和３・４年度「鳥取市建設工事等競争入札参加資格者名簿」（市内建設工事）に登載さ

れていること。 

（ウ）鳥取市内に本店を有する者で、鳥取市建設工事入札参加資格者格付要綱に基づき、電気工

事のＡ級に格付されている者であること。 

（エ）次のとおり主任技術者（監理技術者）を専任で配置できるものであること。 

ａ 建設業法第２７条第１項に規定する技術検定（検定種目を電気工事施工管理とし、かつ、

区分を一級とするものに限る。）の合格証明書の交付を受けている者であること。 

ｂ 本事業の電気設備工事業務を行う者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者であるこ

と。 

ｃ 電気設備工事について、建設業法第２７条の１８第１項に規定する監理技術者資格者証

の交付を受けており、かつ、電気設備工事の業務に係る期間中のいずれの日においてもそ

の日の前５年以内に行われた同法第２６条第５項の登録を受けた講習を受講している者

であること。 

エ 共同企業体の構成員のうち機械設備工事業務を行う者の要件 

（ア）建設業法第３条第６項の規定による特定建設業の許可（管工事）を受けた者であること。 

（イ）令和３・４年度「鳥取市建設工事等競争入札参加資格者名簿」（市内建設工事）に登載さ

れていること。 

（ウ）鳥取市内に本店を有する者で、鳥取市建設工事入札参加資格者格付要綱に基づき、管工事

のＡ級に格付されている者であること。 

（エ）次のとおり主任技術者（監理技術者）を専任で配置できるものであること。 

ａ 建設業法第２７条第１項に規定する技術検定（検定種目を管工事施工管理とし、かつ、

区分を一級とするものに限る。）の合格証明書の交付を受けている者であること。 

ｂ 本事業の機械設備工事業務を行う者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者であるこ

と。 

ｃ 管工事について、建設業法第２７条の１８第１項に規定する監理技術者資格者証の交付

を受けており、かつ、機械設備工事の業務に係る期間中のいずれの日においてもその日の

前５年以内に行われた同法第２６条第５項の登録を受けた講習を受講している者である

こと。 

オ 共同企業体の構成のうち解体工事業務を行う者の要件 

（ア）令和３・４年度「鳥取市建設工事等競争入札参加資格者名簿」（市内建設工事）の建築一

式工事（解体）に登載されていること。 

（イ）次のとおり主任技術者を配置できるものであること。 

ａ 建築一式工事（解体）の主任技術者となりうる国家資格等を有するものであること。 

ｂ 本事業の解体工事業務を行う者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者であること。 

ｃ なお、建築工事業務を行なう技術者と兼ねることができる。 

カ 共同企業体の構成のうち工事監理業務を行う者の要件 



（ア）令和３・４年度「鳥取市測量等業務競争入札参加資格者名簿」（市内測量等業務）に登載

されていること。 

（イ）建築士法第２３条第１項の規定により、建築士事務所の登録を受けている者であること。 

（ウ）鳥取市内に本店を有する者で、一級建築士を４名以上保有する者であること。 

 

３ 応募者の制限 

応募者は、次のいずれかに該当する企業を含まないこととする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てが行われた者

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立てが行われた

者 

（３）法人税、消費税若しくは地方消費税又は市税を滞納している者 

（４）鳥取市入札参加資格者指名停止措置要綱（平成２５年４月１日制定）に基づく入札参加資格

に係る指名停止の措置を受けている者又は保留期間中の者 

（５）豊実保育園改築事業・倉田保育園改築事業事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）

の委員が属する企業 

（６）本事業の公告の日から最優秀提案者が決定する日までの期間に、本事業のために選定委員会

の委員と接触を試みた者 

 

４ 募集要項等に関する事項 

（１）募集に関する資料公表 

本事業に関する募集要項等は、市公式ウェブサイトに掲載する。 

（２）現地見学会 

 ア 現地見学会申込書の受付 令和４年８月１２日（金）まで 

 イ 現地見学会開催期間   令和４年８月１日（月）から令和４年８月３１日（水）まで 

（３）募集要項等に関する質問 

ア 質問については、募集要項等に関する質問書に簡潔に記載し、事務局へ電子メールで提出

すること。なお、原則として提出後に電話にて到達確認を実施すること。 

イ 電子メールの件名 豊実保育園・倉田保育園改築事業質問書 

ウ 記載項目 募集要項等に関する質問書に示す項目を記載すること。 

エ 質問の受付期限 令和４年９月２日（金）１７時 

オ 質問への回答 

質問に対する回答については、令和４年９月８日（木）までに鳥取市公式ウェブサイトに公

表する。ただし、提案内容に関する質問については公表しないことがある。 

 

５ 資格審査書類の提出 

（１）受付期間 

令和４年９月１２日（月）から令和４年９月２０日（火）までの日（鳥取市の休日を定める条

例（平成元年鳥取条例第２号）第１条第１項に規定する鳥取市の休日（以下「休日等」という。）

を除く。）の９時から１７時まで（必着） 



（２）提出書類 

「参加表明及び資格審査申請時の提出書類」 

（３）提出方法 

受付期間内に、事務局へ持参又は郵送により提出すること。 

（４）提出部数 

１部 

（５）参加資格審査通知 

参加資格審査については、提出順に随時審査を行う。参加資格審査の結果は、参加表明書を提

出した者に対して、令和４年９月２２日（金）までに参加資格審査結果通知書の送付を行う。 

参加資格審査により、参加資格がないと認められた応募者は、通知を受けた日から起算して７

日以内（休日等を除く。）に、市に対してその理由について書面により説明を求めることができ

る。 

市は、説明を求めた者に対し、説明の要求を受けた日から起算して７日以内（休日等を除く。）

に、書面により回答する。 

 

６ 技術提案書の提出 

（１）受付期間 

令和４年９月２８日（水）から令和４年１０月７日（金）までの日（休日等を除く。）の９時

から１７時まで（必着） 

（２）提出書類 

「技術提案書」 

（３）提出方法 

事務局へ持参又は郵送すること。 

（４）提出部数 

提案する事業ごとに、１０部（正本１部とし、副本９部は複写で可）作成し、事業提案書等（正

本データ）を格納した電子データ（CD-R等）を併せて提出すること。 

（５）その他 

受付期間内に提出がなかった場合は、参加を辞退したものとみなす。 

提出後の技術提案書等については、いかなる場合においても返却しない。 

副本については、代表企業及び構成企業の企業名を一切記載しないこと。記載する場合は、共

同企業体名については参加資格審査結果通知書に記載の受付番号を表記し、企業名については

「代表企業」「構成企業A」「構成企業B」等の匿名を使用すること。 

 

７ 価格提案書の提出 

（１）受付期間 

令和４年９月２８日（水）から令和４年１０月７日（金）までの日（休日等を除く。）の９

時から１７時まで（必着） 

（２）提出書類 

「価格提案に関する提出書類」 

（３）提出方法 



事務局へ持参又は郵送すること。 

（４）提出部数 

提案する事業ごとに、１部 

（５）その他 

６の技術提案書と併せ、同時に提出すること。 

必ず封入してから提出すること。窓口等での記載内容の確認は行わない。 

受付期間内に提出がなかった場合は、参加を辞退したものとみなす。 

本業務に係る提案価格の総額を税込みで記入すること。 

提案価格の総額は、１で示す契約上限額を超えないこと。 

価格提案書は技術提案書等には綴らないこと。 

 

８ 事業の決定手続き等 

（１）事業者の選定方法 

本事業を実施する事業者の選定方法は、一次審査の通過者から受けた提案内容を審査し、最

優秀提案者を選定する。 

（２）取り抜け方式 

事業者の選定にあたっては、業務の質及び工事施工体制の確保、受注希望事業者の受注機会

の確保のため取り抜け方式を採用し、一つの事業者が両事業を受注することはできないものと

する。決定順位は、豊実保育園、倉田保育園の順とし、豊実保育園から選定を行う。 

ただし、同一事業者による両事業への提案がない場合又は提案事業者数の状況から取り抜け

方式が困難な場合は、取り抜け方式によらない場合がある。 

（３）審査の方法 

ア 一次審査（資格審査） 

応募者の各構成企業が２に規定する参加資格要件を満たしているかどうかについて審査す

る。満たしていないと判断した場合は失格とする。 

イ 二次審査（内容審査） 

有識者等で構成する選定委員会を設置し、応募者からの提案内容と提案価格を総合的に評価

したうえで、最優秀提案者を選定する。 

なお、提案内容の評価は、豊実保育園改築事業・倉田保育園改築事業プロポーザル審査基準

書に基づき行うこととする。 

（４）契約候補者の決定 

市は、選定委員会による最優秀提案者の選定結果をもとに、契約候補者を決定し、最優秀提

案者を契約交渉の相手方とする。ただし、最優秀提案者が辞退その他の理由で仮契約の締結に

至らなかった場合は、次点者を契約交渉の相手方とする。 

（５）審査結果の通知及び公表 

審査結果は、すべての応募者の代表者に対して通知する。また、審査結果は、最優秀提案者

決定後、速やかに鳥取市公式ウェブサイトにおいて公表する。 

 

９ 契約に関する事項 

（１）契約の成立要件等 



契約の成立については、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

（昭和３９年鳥取市条例第１３条）第２条の規定により鳥取市議会の議決を要する。したがっ

て、本契約の締結までは、契約候補者との契約を保証するものではなく、契約に至らなかった

場合でも、本市はその損害賠償の責を負わないこととする。 

（２）契約金額 

契約金額は、提案価格を超えることはないものとする。なお、消費税及び地方消費税の取り

扱いについては、仮契約交渉の際に関連法律等との適合を図ったうえで調整する。 

（３）契約の保証 

契約保証金については、契約額の１０分の１以上の額を保証金額とし、契約締結と同時に本

市に納付するものとする。ただし、有価証券等、金融機関の保証、保証事業会社の保証、公共

工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約の締結をもって契約保証金の納付に代え

ることができる。 

（４）保険 

選定事業者は、建設業務に関して次の保険を付保することとし、その保険期間は工事着工日

から引渡予定日までとする。その他、リスク対応のために必要である場合は、選定事業者の提

案により、選定事業者自らが加入するものとする。 

ア 建設工事保険 

イ 第三者賠償責任保険 

ウ 火災保険 

 

１０ 責任の分担 

募集要項のとおり 

 

１１ その他留意事項 

（１）募集要項等の承諾 

応募者は、技術提案書等の提出をもって、募集要項及び要求水準書等の記載内容を承諾した

ものとする。 

（２）費用負担 

応募に関し必要な費用は、すべて応募者の負担とする。 

（３）提出書類の取扱い・著作権等 

ア 提出書類の変更、差し替え又は再提出を認めない。 

イ 提出書類の著作権は、応募者に帰属する。また、応募者の提出書類については、事業者選

定に関わる審査以外に応募者に無断で使用しない。ただし、情報公開請求があった場合は、

支障のない範囲で公開することもありうる。 

ウ 提出書類は、返却しない。 

エ 提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法に基づいて保護

される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材料、施工方法、維持管理方法等を

使用した結果生じた責任は、原則として提案を行った応募者が負う。 

（４）応募者の複数提案の禁止 

応募者は同一の事業に対して、複数の提案を行うことはできない。 



（５）構成企業の変更 

参加表明書の提出期限以降の構成員の変更及び追加は、応募資格の喪失の場合など本市がや

むを得ないと認めた場合を除き、原則として認めない。なお、応募者のうち代表企業が参加資

格要件を喪失し、市が当該応募者の参加資格を取り消したときは、代表企業の変更は認められ

ない。 

（６）応募の辞退 

参加表明書の提出後、参加を辞退する場合は、応募辞退届により１２の部署まで持参又は郵

送で提出する。なお、参加辞退は自由であり、辞退しても以後における不利益な扱いはない。 

（７）使用言語及び単位 

契約手続きにおいて使用する言語及び単位は、日本語及び日本国通貨とする。 

（８）各業務の実施にあたっては、原則、鳥取市都市整備部建築住宅課の監督する業務に準ずるこ

ととする。 

 （９）その他詳細は、募集要項等による。 

 

１２ 問合せ先 

（１）部 署 鳥取市健康こども部こども家庭課 

（２）所在地 〒６８０‐８５７１ 鳥取県鳥取市幸町７１番地（本庁舎１階） 

（３）電 話 ０８５７‐３０‐８２３６ 

（４）ＦＡＸ ０８５７‐２０‐３９０７ 

（５）メールアドレス kodomo-katei@city.tottori.lg.jp 

（６）鳥取市公式ウェブサイト https://www.city.tottori.lg.jp/ 


